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2000 年以降５%前後の実質成長率を維持してきた韓国経済は、08 年第 4 四半期（10～12 月）
-5.1%（対前年同期比）、09 年第 1 四半期（1～3 月）-4.3%（同）とアジア通貨危機による大不
況に陥った 1998 年（-6.85%）以来の落ち込みとなった。鉱工業生産は、対前年同月比で、08
年 9 月は 6.3%のプラスであったが、10 月以降は-1.9、11 月-13.8、12 月-18.7、09 年１月-25.6、
２月-10.0、３月-10.6、４月-8.2%と大幅な落ち込みが続いている。08 年 11 月から 09 年１月の
3ヶ月は 1970年１月の統計作成以来の最低を更新していた。09年１月時点で、特に自動車-49.4%、
一次金属-35.0%、半導体･同部品-23.5%（前年同月比）など韓国の主力製造業での落ち込みが著
しかった。ただ、前月比で見ると、08 年 10 月-2.5、11 月-10.1、12 月-9.6%であったが、09 年
１月 1.7、２月 7.1、３月 4.8%とプラスに転じ、景気の底入れの可能性も見られてきた。 
就業者数は 08 年 11 月まで増加を続けていたが、08 年 12 月以降、特に 09 年 1 月以降は 10
万人を超える大幅な減少が続き、５月には 21.9 万人と 99 年３月（39 万人減）以降最大の減少
幅となった。６月に 0.4 万人の増加に転じた（前年同月比）が、製造業 15.7 万人、卸･小売･飲
食業 12.3 万人、建設業 8.8 万人、電気・運輸･通信・金融業 2.4 万人の減少で、増えたのは公共
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事業・個人・公共サービス業で（42 万人増）であった。そのうちの 64%（26.8 万人）が公共行
政部門で占められている。これは雇用期間が６ヶ月しかない「希望勤労プロジェクト」（6/1 施
行）*1の影響が大きかったと思われる。 
性・年齢別では、20～30 歳代の減少が目立。15～19 歳 1.9 万人、20～29 歳 5.2 万人、30～39
歳 19.9 万人、40～49 歳 2.6 万人の減少で、増加したのは 50 歳以上（30 万人）であった。 
また、1998 年（6.95%）以降減少傾向であった失業率も 09 年３月以降上昇傾向を続け、６月
には 4.0%になった（08 年 3.2%）（表 1）。 
09 年上半期（1～6 月）の 180 日以上勤続者（失業給付金受給資格が生じる）の非自発的退職
者は 93.6 万人で、前年に比べて 13.2 万人増加しており、失業手当新規申請者の人数も 60.3 万





万人（3.8%）＋「部分失業者（率）」70.5 万人（2.8%）＝260.2 万人（10.4%）と算出した*2。 
 
表 1 金融危機以降の雇用・失業動向 
年・月 2008.1 2008.11 2008.12 2009.1 2009.2 2009.3 2009.4 2009.5 2009.6 
就業者数（千人） 2384.7 2381.6 2524.5 2286.1 2274.2 23110 23520 23720 23967 
前年同月比（千人） 97 78 -12 -103 -142 -195 -188 -219 4.0 
失業者数（千人） 736 750 787 848 924 952 933 938 960 










09 年１月 15 日、李明博大統領は、非常経済対策会議で「公企業が大卒初任給を引き下げて









インターン採用を当初計画より 2,000 人多い 12,000 人とし、昨年末採用 2,875 人に続き今年




持用勤務者にはインターン終了証を授与。（中央日報 joins.com 09.01.23） 
インターン採用は、学歴制限は付けず、満 29 歳以下を原則に、柔軟に対応。（「聯合ニュース」
2009.1.30  wowkorea.jp/Korea2009/02/01） 
そして、08 年 10 月に、「労使政委員会」が「経済危機克服のための社会的大妥協を推進する





















使用する」とし、以下の初年度年俸削減目標を掲げた（資料 2 参照）。 
大卒新入社員の賃金については、初年度年俸が、2600 万～3100 万ウォン未満は０～７%、 






○韓国水力原子力 1/20 新入社員の賃金を引下げ、採用を増やすワークシェアを指示。インターン 390
人と大卒新入社員 150 人余の採用を予定。および溶接技能工養成学校開設（300 人規模）。 
○大韓貿易投資振興公社 インターン採用者から成績優秀者は正式採用する「真のインターン制」を施
行、インターン約 20 人の募集計画。 
○韓国輸出保険公社 07 年幹部職員が返納した 38 千万 W を財源にインターン 55 人募集（当初 20 人か
ら拡大）。 
○韓国石油公社 ワークシェアを通じた採用拡大を計画。（以上 wowkorea.jp 20009/01/20） 
○仁川空港公社 大卒新入社員の初任給を現行の 70%に引き下げ、幹部職員の有給休暇を無給に転換、
新入職員採用規模を当初予定の 20 人から 40 人以上に拡大計画。（「中央日報」joins.com 09.01.23） 
民間企業 
○ウリィ銀行 大卒初任年俸減額（現行 3400 万 W→2700 万 W<20%現>年俸削減額 14 億 W）、下半期に大
卒新入社員 250 人採用予定（当初予定に 50 人追加）。従業員の年休補償金返納と福利費用削減を財源
に、青年インターンを年間 1200 人採用（３ヶ月周期で 300 人ずつ）。今後、インターンプログラムを
正社員採用と連携（正社員採用人員の 20%の範囲内で優秀インターンから採用、選考段階で加点）。（「中
央日報」joins.com 09.02.25） 
○LG グループ 大卒新規採用当初計画より 1000 人多い 4000 人採用計画（増員 1000 人の内 500 人はイ
ンターン採用<600 人を採用、内 500 人を一定期間後正規職に切り替え>）。 
財源は、役員の年俸を 10～30%、新卒の初任給を５～10%削減。 
○サムソングループ 大卒新入社員採用を当初計画より 1500 人増の 5500 人採用計画。 
また、大卒の未就業者を対象にインターン 2000 人を採用。財源は、役員の年俸削減、社員のベア凍結、
超過利益分配金返納など。 
○SK グループ インターン 1800 人採用。役員の供与削減。 
○現代・起亜グループ インターン 1000 人採用。役員給与 10%減額、課長級以上の管理職ベア凍結。 
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切り下げ、ベア凍結等々によって人件費を浮かせ、それでもってインターンを採用する、とい
う「ワークシェリング」を実施した。 
その結果、上場企業の新規採用者数は 08 年に比べ、正社員の採用は 40%減少し、インターン
は 4 倍になるという調査結果が出ている。 
韓国の就職ポータルサイト、インクルートの採用計画調査（09 年３月 12～18 日調査）によると、
09 年に４年制大学新卒を採用する予定の企業は 38%に過ぎず、採用しない企業は半数を超える
55.4%であった。また、キャリアを採用は行うのは 08 年の 76.1%から 30%も少ない 43.6%でしか
なかった。そして、その採用人数も、09 年の採用計画では、08 年の採用者数 29,177 人（新卒
21,961 人、キャリア 7,216 人）に比べ、正社員の採用は 11,633 人減（-33.9%）の 17,544 人<4
年制大学新卒採用 13,830 人（-37.0%）、キャリア採用 3,715 人（-48.5%）>と大幅な減少であっ
た（上場企業 365 社調査）。他方、インターン採用は 13,472 人で前年比 3.7 倍（08 年 3,629 人）






社、公共企業 28 社）結果は、「優秀インターンを正規職に切り替える」は 49.5%（100 社）、「現
































































され、79 年には YH 貿易事件*3 が起こるなど、労働運動が激化してきた。 






主化宣言」を引き出し、７月、８月の２ヶ月で 1,200 余の労働組合が結成され、1,636 件の労働
争議が発生するほどの、労働者の大闘争が展開された。 







87 年 12 月の直接選挙によって大統領に当選した盧泰愚が、労使紛争に公権力が介入しない

















位は 2002 年から、整理解雇制は「緊迫な経営上の理由」がある場合に限り、かつ施行まで 02
年まで猶予、第三者介入禁止条項、労組の政治活動禁止条項を削除した新労働法が成立した。*4 
ところで韓国の労働組合は、1989 年の 7,883 組合、組合員数 193.2 万人、組織率 19.8%を最高
に、減少・低下傾向にあった。組合員数は 97 年（148.4 万人）にはいってやや持ち直し、02 年 
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に（160.6 万人）になったがふたたび微減傾向が 05 年（150.6 万人）まで続いた。07 年には 02
年を越える数（168.8 万人）となり、10.5%（05 年）まで低下を続けていた組織率も若干の上昇
を見た（07 年 10.8%）（図 1）。これは、06 年の公務員労働法施行に伴い公務員労組の設立が本
格化したためと言われる。民間労組の組織率は 06 年の 9.5%から 9.2%に低下したが、公務員の






表 2 超企業労組の組合数、組合員数の推移 
年 2003 2004 2005 2006 2007 
組合数 469 399 425 431 345 
組合員数（人） 484,400 605,071 603,820 618,356 865,423 
組合員数割合（%） 31.3 39.4 40.1 39.4 51.3 
出所：金勲「韓国労使関係の現状」（2009.3 韓国労働研究院） 
元資料 労働部「2007 年労働組合調査」2008 年 
 
07 年の組合数 5,099 組合のうち企業単位の労組が 92.4%（4,713 組合）と大半を占めているが、
超企業組合の組合員数が 86.5 万人強で全組合員数の 51.3%を占めるにいたっている。 
組合員数規模別構成は、組合数では 50 人未満の組合が 2,444 組合と全組合数の半数近くをし






立促進労働連盟」を結成（1945 年、48 年「韓国労働組合総連盟」に改称）、1960 年の４.１９
革命後の 61 年の朴正煕による軍事クーデター（5.16 軍事政変）後一時解散させられたが、「韓
国労働組合総連盟」（韓国労総）として再発足、現在まで存続している。 
08 年１月現在、25 産業に 2,872 組合（全組合数の 56.3%）を組織しているが、大半が企業別
組合で、産業別労組は６組織でしかない。組合員数は 858,873 人で、韓国の労働組合員数のほ









協議会で構成されており、組合数は 690 組合（全組合数の 13.6%）であるが、組合員数は 812,500
人（韓国の労働組合員数の 48.1%）で、大企業とホワイトカラー、サービス産業の労働者も多
い。97 年に上級団体として公認された。 













表 3 ナショナルセンター別スト発生件数の推移 
年 2003 2004 2005 2006 2007 
韓国労総 72（22.0) 63（13.6) 39（13.6) 16（11.6) 11（ 9.6) 
民主労総 255（78.0) 396（85.7) 344（85.0) 119（86.2) 102（88.7) 
未加盟・無労組 0（ - ) 3（ 0.6) 4（ 1.4) 3（ 2.1) 2（ 1.7) 
総数 327（100) 463（100) 287（100) 138（100) 115（100) 
出所：金勲「韓国労使関係の現状」（2009.3 韓国労働研究院） 
元資料 労働部「2007 年労働組合調査」2008 年 
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現代重工労組は、２月 25 日臨時代議員大会で 09 年の賃金要求を会社に白紙委任することを
内容とする「賃上げ委任」案を上程、満場一致で議決した。昨年まで 14 年連続で賃金・団体交
渉をストライキなしで妥結してきたとはいえ、労組創設 21 年目で初めてである。 
韓国の 2009 年の賃上げ交渉は 97 年以降最高の妥結率で賃金交渉が迅速に進み、従業員 100
人以上の事業所で賃金交渉を行った 6,781 事業所の内、上半期に妥結したのは 2,451 事業所
（36.1%）で、08 年の上半期の妥結率（26.7%）を 9.4 ポイント上回っている。 
協約賃金*9 の平均引き上げ率は 1.4%で、昨年上半期（5.1%）より 3.7 ポイント低く、98 年比
3.4%減で、99 年の 1.4%に次ぐ低水準であった。内 46.1%（1,129 事業所､前年の 7.6 倍）で賃金
の凍結・削減が行われた（凍結 987、削減 142 事業所）。しかも、労組のある事業所の方が引き









貨物トラック運転手 15,000 人が所属する全国運輸産業労組・貨物連帯は、大韓通運の 38 人
の解雇を主要因に６月 10 日全面ストライキに突入、15 日、以前の勤務条件で解雇者全員の復
職を勝ち取った。 
また、中国上海汽車の傘下にある双竜自動車は急激な業績悪化に陥り、法定管理に入って経
営再建中であるが、09 年４月に全社員の 36%にも達する 3,000 人弱の整理解雇を発表した。こ
















しかし、ILO 条約 87 号（結社の自由及び団結権の保護に関する条約）に反するこの規定は、
「新たな労使関係による 21 世紀の世界一流国の建設」を打ち出した金泳三政権にとっては廃棄
すべきものであった。 
97 年に成立した労働法で、複数労組は、上級団体は即時許容、企業単位は 2002 年から認め





























































































の多くが月収 88 万ウォン（約７万円）に満たないワーキングプアである、という*13。 
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注 
*1 希望勤労プロジェクトとは、基礎生活保障受給資格に満たない低所得層 40 万人を対象に、最長６カ月
間の一時的な働き口を提供する一種の公共勤労事業。当初 40 万人の雇用創出を目標としていたが、４
月に 25 万人に変更された。参加者には月 83 万ウォンが支払われた。（「中央日報」Joins.com 2009.04.27） 
*2 「公式失業者」=完全失業、「潜在失業者」=非経済活動人口の内就職をあきらめた「失望失業者」、「部
分失業者」=短時間就労をしているが追加就職を希望している者 









*7 金勲「韓国労使関係の現状」（2009.3 韓国労働研究院） 
*8 KIM Tae Gi「韓国の労使関係」（専修大学・檀国大学合同研究会（09/3/16）レジュメ） 
*9 協約賃金には定額給与と固定賞与が含まれるが、超過給与、特別賞与、昇進に伴う上昇分は除外され
ている。 
*10 「一つの事業または事業場労働組合が組織されているには場合は 2006 年末までは、その労働組合と組
織対象を同じくする新しい労働組合を設立することは出来ない。」（付則第５条「労働組合設立に関す
る経過措置」） 





*13 禹晳熏・朴権一 金友子ほか訳『韓国ワーキングプァ 88 万ウォン世代』（2009 年 明石書店）、および
『朝日新聞』（09/7/29 朝刊「オピニオン」）参照 
*14 韓国の派遣労働については、呉学殊「グローバル化と韓国の労働事情」（労働調査協議会『労働調査』2007








（経済危機を克服するための労使民政非常対策会議、2009 年 2 月 23 日発表） 
１．賃金と雇用 → 労使の苦痛分担による雇用維持とワークシェアリング 
・ 経済危機を克服する過程において、労働界は企業の経営与件に応じて賃金の凍結・返納・削減を実









































































































全国経済人聯合会「雇用安定のための経済界の発表文」の主要内容（2 月 25 日発表） 











年度年俸が 2600 万ウォン以上 3,100 万ウォン未満なら 0～7％、3,100 万ウォン以上 3,700 万ウォン未満






全国金属労働組合「2009 年賃上げ要求」の主要内容（2 月 25 日発表） 
１．金属産業の最低賃金 
－ 28 － 
労働者全体の通常賃金（月額 2,140,699 ウォン）の 50％に相当する月額（1,070,350 ウォン）を金属産
業の最低賃金とする。所定労働時間を月 209 時間とすれば、時給は 5,121 ウォンとなる。 
全国民主労働組合総連盟は常時雇用労働者 5 人以上の事業場の労働者の平均定額給与の 50％を最低賃
金とすることを要求している。2008 年の平均は月額 2,140,699 ウォンであったから、この 50％に相当す
る 1,070,289 ウォンを最低賃金として要求する。そのためには、現行の月額 950,000 ウォンを 12.7％引き
上げる必要がある。 
適用対象は金属事業場で働くすべての労働者（非正規職労働者や外国人労働者を含む）とし、適用期





実質賃金の低下を防ぐため、2008 年の物価上昇率 3.0％に、2007 年の労働所得分配率 61.5％と 1996 年




* 出所：資料 1,2,3 とも「労働ニュース」第 2009-30（資料提供<株>漢英 JBS）sjchp.co.kr/koreanews/ 
labornews/200903 
